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      中国最大級のプロ集団  「士業・ｎｅｔ」  による日系企業支援 

「士業・ｎｅｔ」 メールマガジン 
              内田総研・Ｇｒｏｕｐ  （投資顧問・会計服務・網絡科技）      

 

 

中国のモバイル決済、世界を牽引 

米国の 11倍、ダントツは微信スタイル
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週刊メール情報 

厳選・中国ビジネス 
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■ 中国のモバイル決済、世界を牽引  

米マッキンゼー・グローバル研究所が発表した報告

によると、モバイル決済の中国のインターネットユーザ

ーの間での浸透率が急速に伸びており、2013 年の

25％から 16 年には 68％まで上昇したという。 

2016 年、中国の個人消費と関係があるモバイル決済

の取引額は 7900 億ドル（約 89 兆 2700 億円）に達し、

米国の 11倍になっている。 

 

中国のモバイル決済 

米国などの先進国と比べて、中国のモバイル決済は

オンラインで応用されているだけでなく、オフラインでも

全面的に浸透している。米国では、スマホによる決済

額は、店での決済総額の 3.0％を占めるに過ぎず、日

本でもモバイル決済の利用率は 6.0％にとどまってお

り、中国と大きな差がある。 

中国のモバイル決済市場は主に支付宝（アリペイ）と微

信（Wechat）で構成され、その他のモバイル決済企業

の規模は小さい。支付宝のスタイルは主に、整備が整

ったネット通販業に依存し、実際には利用できるシーン

がオンラインからオフラインへと拡大しただけ。 

一方、微信のスタイルは、SNS の膨大なユーザーに依

存し、そのカバー率や浸透率は非常に高くなっている。  

 

モバイル決済が世界的な流れに  

調査機関のWorld Pay の発表によると、昨年、世界

の決済市場において、クレジットカードやデビットカード

を使わないスマホによる決済は 30％を占めた。 

多くの専門家は、モバイル決済は世界的流れになって

いると指摘、その将来性を高く評価している。 

専門家は、EC取引がさらに発展するにつれ、モバイル

決済の応用シーンも一層増え、モバイル決済端末の普

及もさらに進むと、期待感をにじませている。 

世界の仮想通貨は急速に発展し、将来、モバイル決済

市場の規模はさらに拡大すると予想されているが、一

方で、先進国は元々金融が発達しており、銀行や店・

企業などがデータを重視しているため、第三者決済サ

ービスの発展の足かせとなっている。 

 

■ 中国、テレビ出荷台数世界の 7割に 

  中国電子視像業協会によると、テレビのディスプレ

イと完成品の出荷は世界の 34％、70％を占め、5 大

テレビメーカーが世界 10強にランクイン、2大ディス

プレイメーカーが世界のトップ 5に入っている。 

オーディオ映像産業全体の生産高は、消費電子・ソフ

トウエア産業の 4分の 1に上り、技術の進歩が車

載、ウエアラブル、医療、商業分野における応用の急

速な発展を後押ししている。 

現在、オーディオ映像産業は製造、応用、消費を大き

く高度化するチャンスを迎えており、同時に、消費者

が大画面よりも小さい画面を過度に好むようになり、

大型ディスプレイの買い替え周期が長く、旧式製品が

使用されているなどの問題を抱えている。 

専門家は、オーディオ映像産業が電子情報産業のけ

ん引役となり、国家産業政策のリードのもと、産業チェ

ーン全体の協同によって、中国がオーディオ映像産

業の大国、消費大国から、技術イノベーションとブラン

ド強国に発展することを期待するとしている。 

 

■ ウエシマコーヒー、中国で店頭販売  

ウエシマコーヒーは、中国でコーヒーの店頭販売を

始めた。大連の百貨店で試飲販売会を開くとともに常

設販売を始め、既に手掛けている飲食店向けの卸し

やインターネット販売も強化している。 

同社は消費者向けの店頭販売とあわせ、2019 年まで

に中国で１億円の売上高を目指すという。 

また 9 月末には現地代理店と 5日間の試飲販売会を

開き、ブルーマウンテンなどのほか、独自のブレンドコ

ーヒー、１杯取りのドリップバッグなどを提供した。 

中国では大手チェーンの出店などでコーヒー市場が

急拡大している。英調査会社ユーロモニターによる

と、16 年の市場規模は 10億 9 千万ドルと 11 年に比

べ 43％増えた。現在はインスタントコーヒーが大部分

だが、今後は豆をひく本格的なレギュラーコーヒーが

増える見込みで、ウエシマコーヒーフーズは「市場拡

大に備えブランドを浸透させたい」としている。 
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■ 中国のビジネス環境、大幅にアップ 

中国国家工商行政管理総局は、2013 年から 16 年

の間に、世界のビジネス環境ランキングで中国が順

位を 18位上げたことを明らかにした。 

改革により、国民の起業意欲が刺激され、17 年 9 月

末の時点で中国全国の企業総数は 2907 万 2300

社、登録資本金の総額は 274 兆 3100 億元（約 4663

兆 2700 億円）に到達。12 年 9 月末と比べて、それぞ

れ 116.5％増、242.3％増になったという。 

中国共産党第 18 回全国代表大会（12 年）以降、同

総局や中国全国の各級工商機関は、サービス市場

の主体を発展させるために、各種対策を積極的に講

じている。例えば、14 年 3月 1 日から、中国全国で登

録資本登録制度改革を全面的に実施し、企業の登録

のハードルを下げ、登録の円滑化を進めるなど、ビジ

ネス環境の最適化に力を入れてきた。 

その結果、世界銀行が発表したビジネス環境報告で

は、ビジネスのしやすさを示すビジネス環境ランキン

グの中国の順位が 96 位から 78 位に上昇している。 

また、中国企業の数も急増中で、全国の企業の数と

登録資本金は毎年平均 16.7％と 27.9％のペースで

増加、特に 14 年以降に増加ペースが加速している。 

 

■ 中国－ASEAN、ゼロ関税で急成長 

2018 年は中国－ASEAN 戦略パートナーシップが

樹立 15 周年を迎える。経済面でアジア・太平洋地区

最大の経済体は中国、二番目は日本、ASEANは 3

番目となる。このため、ASEAN と中国のパートナーシ

ップは非常に重要な意味を持っている。 

ASEAN と中国が今後世界で担っていく重要な役割の

なかで、「一帯一路」構想と「ASEAN相互接続総体計

画 2025」が互いに補完し合い、ASEAN と中国が良好

につながれ、経済の効率的な協力が進む。 

ASEAN と中国には共同で発展可能な分野が数多くあ

り、貿易、投資、観光は、中国と ASEAN の協力を発

展させる非常に重要な分野となる。 

中国－ASEAN 自由貿易区の段階的関税削減スケジ

ュールにもとづき、来年は中国－ASEAN 自由貿易区

の全メンバー国のセンシティブ商品に対してもゼロ関

税が実施される予定。これは、全ての商品がゼロ関

税で市場に参入できることを意味し、ASEAN と中国

がともに経済促進効果の発揮に期待できるという。 

■ 日本の不動産、海外勢購入額 3倍 

日本の不動産市場で海外投資家の存在感が高ま

っている。2017 年度上期の購入額は 6572 億円と前

年同期比 3.3 倍に増加、初の海外勢首位になった。

超低金利や円安を背景に海外勢にとって日本の不動

産の投資妙味が増しているためで、海外マネーの流

入が過熱気味の不動産価格を押し上げている。 

 

海外勢の比率は過去最高に 

都市未来総合研究所によると、海外勢による 17 年

度上期の購入額は半年ベースで最大だった 14 年度

下期（7820 億円）に次ぐ水準で、取引額全体に占める

海外勢の比率は過去最高の 36％に達したという。 

目立つのはアジア勢の攻勢で、シンガポール政府投

資公社（ＧＩＣ）は 9月、東京ディズニーリゾートに近接

する「シェラトン・グランデ・トーキョーベイ・ホテル」を約

1000 億円で買収、「今後も日本で質の高い物件の取

得を検討する」と発表している。 

中国の保険大手、安邦保険集団は米投資ファンドの

ブラックストーン・グループから、日本全国の約 200 棟

の賃貸マンションを約 2600 億円で一括取得した。 

野村不動産が 17 年度上期に仲介した韓国の投資家

による日本の不動産の購入額は約 5割増えた。 

アジア以外のマネーも流入している。７月には米投資

ファンドのフォートレス・インベストメント・グループが、

独立行政法人の「高齢・障害・求職者雇用支援機構」

が保有する東日本地域の雇用促進住宅約 500 物件

を約 250 億円で取得している。 

 

日本の超低金利・円安が追い風に 

 海外マネーが日本の不動産に向かう最大の理由は

日本の超低金利が魅力だという。投資利回りが低くて

も、購入資金を調達する際の借入金利がさらに低け

れば運用収益を得られるからだ。 

世界の不動産投資で資金を運用する海外勢は、投資

利回りと金利水準を国際比較し両者の差を基準に投

資先を選ぶ傾向が強いという。 

米不動産サービスのクッシュマン・アンド・ウェイクフィ

ールドによると、高級オフィスビルの投資利回りから長

期金利を引いた「利回り格差」はニューヨークやロンド

ンが 2％前後で、香港や上海は１％を切っている。 

一方、東京は同格差が 3.2％と相対的に大きいが、昨

年秋以降の円安が追い風になっているという。 
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内田総研・Ｇｒｏｕｐは、日本企業の中国市場での販売を支援する 
ため、中国の越境ＥＣモールに「日本館」を開設しました。 
内田総研が開発した新越境ＥＣモール「日本館」は、中国で爆発的 
に広がっているＷｅＣｈａｔのモバイル通販と保税特区を活用し、日本 
に居ながら中国市場での販売、日本で円決済できる販売方法です。 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

株式公開コンサルティング 
 

● 上場計画の立案、上場コンサルティング 

● 企業診断、経営改善コンサルティング 

● 上場を実現するための企業成長支援 

 

フランチャイズ展開支援 
 

● 中国での商業特許経営許可取得申請 

● フランチャイズに関する経営戦略の構築 

● 中国での販売、ブランド戦略の構築 

 

日中「医療ビジネス」支援 
 

● 日本医療機関の中国での事業展開支援  

● 日中医療機関の事業提携支援 

● 日本へのメディカルツーリズム事業 

 

中国での「環境・省エネ事業」 
 
● 日本環境技術の中国での事業展開支援 

● 日本省エネ技術の中国での事業展開支援 

● 日本企業の中国でのＭ＆Ａ構築支援 

税務師・律師・会計師等、中国最大級のプロ集団 「士業・ｎｅｔ」 によるワンストップサービス 

内田総研・Ｇｒｏｕｐ     (www:uchida-chinatax.com) 
北京事務所： 北京市朝陽区南新園西路 8号 龍頭大廈北棟２Ｆ    ＴＥＬ/ＦＡＸ  (10)6732-9852 （代表) 

東京事務所： 東京都足立区西新井栄町２－９－５ Ｋハイム       ＴＥＬ (03)3898-1422   ＦＡＸ (03)3898-1431 

「士業・ｎｅｔ」 ニュース掲示板 

 

Ｍ＆Ａセンター 
 

● 中日韓企業のＭ＆Ａ支援 

● 戦略的Ｍ＆Ａの構築支援 

● 撤退Ｍ＆Ａの構築支援 

 

 

越境ＥＣネット販売 
 

● 越境ＥＣ「日本産品館」 

● 中国での受注代行サービス 

● セミナー販売等との並行 

日本企業の中国進出支援 
 
● 中国での会社設立、中国事業支援  

● 中国での税務・法務・会計支援 

● 特許権・商標権の取得、上場支援等 

 

 

税務・法務・会計 
 

● 税務・会計顧問、記帳代行 

● 税務トラブルの解決処理 

● 法務トラブルの解決処理 

 

健康食品等の「セミナー販売」 
 
● 中国全土での健康セミナー販売支援 

● 全国に「老人大学」での販売支援 

● 各地の病院と提携しての全国販売支援 

 

 

 

  

 

 

 
 

 

龍頭大廈 ホテルフロント 

オフイス・ロビー オフイス 

セミナー会場 会議室 

内田総研・北京Ｍ＆Ａセンター 

 受付 

内田総研・北京コールセンター 

漢方医講師 「健康セミナー販売」 

 

内田総研の販売支援スキーム 

 

 

 

越境ＥＣ＋ 「テレビショッピング」 

 

 

越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 

新越境ＥＣモール  「日本館」 

 

新越境ＥＣモール 「大福易商」 

跨境通 

http://jp.freepik.com/free-photo/callcenter-office_386205.htm
http://img.enfactory.jp/profile/pf/img/library/l/1324405384.jpg

